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《要旨》 

 本稿においては、2015 年 12 月に発足したＡＳＥＡＮ経済共同体（ＡＥ

Ｃ）に見られるＡＳＥＡＮの経済統合が東南アジア地域にどのような変

化をもたらしているか、ＡＥＣをめぐる最近の状況に触れた上で、主にコ

ロナ禍以前の状況を基にＡＳＥＡＮ加盟各国における経済成長、貿易あ

るいは直接投資の概要を紹介する。 

 また、ＡＥＣに関連して、東南アジア地域に大きな影響力を持つように

なっている中国との関係を取り上げるとともに、コロナ禍の東南アジア

地域への影響、今後の我が国の対ＡＳＥＡＮ戦略についても触れる。 

 

 

１．はじめに 

本稿は、ＡＳＥＡＮ経済共同体（以下、「ＡＥＣ」と表記。）をめぐる最近の

状況を紹介した上で、ＡＳＥＡＮ加盟国の経済の状況、コロナ禍による影響、

中国の東南アジア経済に与える影響、今後の我が国の対ＡＳＥＡＮ戦略等につ

いて取り上げている。 

また、昨今の新型コロナウイルス（COVID-19）の感染拡大、米中間の貿易摩

擦、ミャンマーにおける軍のクーデター、ロシアによるウクライナ侵略は、東

南アジアや世界の経済に大きな影響を与えており、これらの事態が収束する見

通しはまだ立っていない。 

しかしながら、将来が不透明な状況であるからこそ、東南アジア地域の経済

を巡る現状を整理し、事態が収束した後の経済等について考えることが重要で

あると考える。 

本稿はそのような視点から執筆しており、また、現時点において新型コロナ

ウイルスの感染がまだ収束しておらず、今後の経済の状況も流動的であること

から、コロナ禍以前の状況を中心に取り上げている。 
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２．ＡＳＥＡＮとは 

ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）は、1967（昭和 42）年８月に発足した東

南アジア地域諸国による地域共同体である。当初、インドネシア、マレーシア、

タイ、フィリピン、シンガポールの５か国で発足し、その後ブルネイ、ベトナ

ム、ラオス、ミャンマー、カンボジアが加盟している。 

2022（令和４）年３月現在、ＡＳＥＡＮは 10 か国で構成されており、また、

東ティモール（2002（平成 14）年にインドネシアから独立）が加盟申請中（2011

（平成 23）年にＡＳＥＡＮ議長国に加盟申請）である。また、ＡＳＥＡＮは紛

争の平和的解決、内政不干渉、コンセンサス方式等の行動原理を持っている。 

 

３．ＡＳＥＡＮの経済統合 

設立当初のＡＳＥＡＮは緩やかな協力形態を特徴としていたが、1997 年のア

ジア通貨危機のほか、中国やインドの台頭等の情勢変化を受け、より強固な共

同体の構築を目指すようになり、2015年 12月にＡＳＥＡＮ共同体が発足した。 

ＡＥＣは、ＡＳＥＡＮ政治・安全保障共同体（ＡＰＳＣ）、ＡＳＥＡＮ社会・

文化共同体（ＡＳＣＣ）とともに、ＡＳＥＡＮ共同体を構成する３つの柱の一

つであり、ＡＳＥＡＮの経済統合実現に向け、現在、2016 年から 2025 年まで

の包括的な行動計画であるブループリント 2025 に基づいて、物、サービス、人

の移動の自由化に向けた様々な取組が行われている。 

 

３－１．ブループリントとブループリント 2025 

2007 年のＡＳＥＡＮ首脳会議において採択されたブループリントは、2015 年

に創設されたＡＥＣの工程表であり、2008 年から 2015 年までを実施期間とし

ており、①単一の市場・生産拠点、②競争力のある経済地域、③衡平な経済発

展、④世界経済との統合の４つの柱を設け、それに基づいて優先行動項目を設

定している。 

また、ＡＥＣ発足に先立って 2015 年 11 月に開催されたＡＳＥＡＮ首脳会議

において、新たな工程表であるブループリント 2025 が採択されている。 

ブループリントが関税撤廃等の自由化を重点としていたのに対し、ブループ

リント 2025 は貿易の円滑化に重点を置いており、これは、ＡＳＥＡＮ自由貿易

地域（ＡＦＴＡ）の実現という成果が得られたためである。 

ブループリント 2025 は、①高度に統合され、結束した地域経済（貿易、投資

環境の整備等）、②競争的、革新的かつダイナミックな共同体（消費者保護の強

化等）、③連結性及び分野別協力を強化する共同体（電子商取引等）、④強靱で

包摂的かつ人間指向・人間中心の共同体（中小企業支援等）、⑤グローバルＡＳ
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ＥＡＮ（ＦＴＡの見直し等）の５つの柱を設け、これに基づいて多くの部門別

作業計画、主要行動計画が設定されている。 

なお、ブループリントには、施策がどの程度実現したかを評価するスコアカ

ードが存在したものの、ブループリント記載の全ての措置について進捗状況を

評価するものであり、加盟各国の自己申告を基礎としていたため、関連する国

内法の整備や中間段階における進捗状況あるいは各措置の重要度の評価があま

り十分ではなかった1。 

このため、2016 年のＡＳＥＡＮ経済相会合において、ブループリントの実施

状況の評価について、実施状況の評価、数値指標による評価、社会経済的な影

響評価の３つを行う新たな評価制度について合意され2、これに基づいて 2016

年から 2020 年までの間のブループリント 2025 の進捗状況をまとめた中間報告

（ＭＴＲ）が 2021 年４月に出されている。これを見ると、全体の達成率が約

54％となっており、単一市場・生産拠点の構築、競争力強化、経済連結性、中

小企業育成、非ＡＳＥＡＮ諸国との結合深化等の分野で進展があったことが明

らかにされている3。 

 

３－２．ＡＥＣと通関手続の簡素化 

ＡＥＣは関税削減や通関手続の簡素化により域内貿易や投資を促しており、

ＡＳＥＡＮ域内における経済統合を深めることに寄与している4。最大の成果は

ＡＦＴＡの実現であり、域内の関税自由化については、2010 年にＣＬＭＶ5以外

の６か国でほとんどの関税が撤廃され、2018 年には残り４か国においても大部

分の関税が撤廃されている6。これにより、今後のＡＳＥＡＮ域内の経済交流が

活発化することが期待される。 

他方、非関税障壁の削減・撤廃や国内の通関手続を電子化するナショナル・

シングル・ウインドウ（ＮＳＷ）を各国間で相互に接続してデータ交換を行う

ＡＳＥＡＮ・シングル・ウインドウ（ＡＳＷ）等の事項は、ブループリント 2025

 
1 福永（2015）36-37 頁 
2 石川（2019.3）９頁 
3 『世界貿易投資動向シリーズ ＡＳＥＡＮ』（ＪＥＴＲＯ海外調査部・バンコク事務所）

（2021.10.29）<https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/gtir/2021/05.pdf>（最終サク
セス 2022.3.15） 

4 『日本経済新聞』（令元 11.20） 
5 メコン川流域に国土が位置しているカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムの国名の頭

文字。 
6 助川（2019）23 頁 
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における課題となった7。また、ＡＳＷについては、現在、全ての加盟国におい

て運用が開始され、ＡＥＣの基礎となる物品の自由な移動を実現するためのＡ

ＳＥＡＮ物品貿易協定の原産地証明の電子的交換が開始されている8。 

 

４．ＡＳＥＡＮ加盟国の経済 

ここまでＡＳＥＡＮのより一層の経済統合を目指すためのＡＥＣの概略につ

いて触れてきたが、ここでＡＳＥＡＮ加盟国の経済の状況について取り上げる。 

経済成長率を始めとする近年のＡＳＥＡＮ加盟国の経済指標を見ると、2020

年におけるＡＳＥＡＮ加盟10か国全体の名目ＧＤＰは３兆21億米ドル（以下、

「ドル」と表記。）（我が国の 59％）であり、10 か国平均の一人当たりＧＤＰは

4,500 ドル（我が国の 11.2％）となっている9。 

 

４－１．経済成長率とＧＤＰ 

近年のＡＳＥＡＮ加盟国の実質経済成長率（日本も参考記載）を見ると、我

が国より高い５％前後の成長率を全般に維持していたものの、コロナ禍の影響

や政治情勢の不安定化を反映してマイナス成長になっている国も存在し、2020

年の経済成長率は-3.3％10にとどまっている（図表１参照）。 

 

図表１ ＡＳＥＡＮ加盟国の経済成長率の推移 

  
（出所）「ＩＭＦ－World Economic Outlook Databases」（2021 年 10 月版）から作成 

 
7 石川（2019.1･2）52-53 頁 
8 石川（2021.6）３頁 
9『目で見るＡＳＥＡＮ―ＡＳＥＡＮ経済統計基礎資料―』（外務省アジア大洋州局地域政策参

事官室）（令 3.8） 
10『ASEAN STATISTICAL YEARBOOK 2021』（ASEAN 事務局）（2021.12） 
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2021 年４月にアジア開発銀行（ＡＤＢ）が発表した「アジア経済見通し」に

よれば、2020 年の東南アジア地域の経済成長率はフィリピン-9.6％、タイ-

6.1％、マレーシア-5.6％、シンガポール-5.4％、カンボジア-3.1％、インドネ

シア-2.1％、ラオス-0.5％とマイナス成長になっており、プラス成長の国はミ

ャンマー3.3％、ベトナム 2.9％、ブルネイ 1.2％である11。東南アジア地域がマ

イナス成長となったのは、アジア通貨危機の影響を受けた 1998 年以来であり、

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため行った移動制限、生産活動等あるい

は消費の低迷が影響していると考えられ、観光に大きく依存する、タイを始め

とする国において影響が大きい。 

また、ＡＳＥＡＮ加盟国の一人当たり名目ＧＤＰ（日本も参考記載）を見る

と、トップのシンガポールと最も少ないミャンマーとの間で依然として大きな

差が存在している（図表２参照）。 

 

図表２ ＡＳＥＡＮ加盟国の一人当たり名目ＧＤＰ 

 
（注）当該年の為替レートで米ドル換算 
（出所）「ＩＭＦ－World Economic Outlook Databases」（2021 年 10 月版）から作成 

 

４－２．貿易 

ＡＳＥＡＮの連結性強化の指標の一つである加盟国間の域内貿易の状況を見

ると、ＡＥＣが発足し、域内関税が撤廃された 2018 年以降に限っても、域内貿

易の比率は輸出入とも 30％に満たず、域外貿易と比べて活発とは言えず、むし

ろ近年は低下する傾向にある（図表３参照）。 

 
11『アジア経済見通し 2021 年版』（アジア開発銀行）（2021.4.28）

<https://www.adb.org/ja/news/developing-asia-grow-7-3-2021-even-covid-19-lingers>
（最終アクセス 2022.3.15） 
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また、2020 年のＡＳＥＡＮ加盟国の貿易総額は、最大のベトナム 5,533 億ド

ルに対し、ラオス 128 億ドル、カンボジア 343 億ドル、ミャンマー359 億ドル

となっており、加盟国によって大きな差が見られ12、ＡＳＥＡＮ加盟国の輸出入

相手国を見ると、輸出入ともＡＳＥＡＮ域内と域外の比率はあまり変化してい

ないものの、域外国の中で中国の比重が増している（図表４、５参照）。 

 

図表３ ＡＳＥＡＮにおける域内貿易 

 
（出所）通商白書（2018 年版）、「ASEAN STASTICAL YEARBOOK 2021」（ASEAN 事務局）から作成 
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参事官室）（令 3.8） 
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図表５ ＡＳＥＡＮ加盟国の輸入先・輸入金額 

 
（出所）「ASEAN STASTICAL YEARBOOK 2021」（ASEAN 事務局）から作成 
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図表７ ＡＳＥＡＮ加盟国の相手国別貿易収支 

 
（注）2020 年のＥＵは英国を含まない。 
（出所）「ASEAN STASTICAL YEARBOOK 2021」（ASEAN 事務局）から作成 
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ＡＳＥＡＮ加盟国に対する各国の直接投資を見ると、ＡＳＥＡＮ域内からの

投資比率はあまり変化しておらず、中国の直接投資が占める割合はそれほど高

くはない（図表８参照）。 
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また、ＡＳＥＡＮ加盟国の域内国に対する直接投資の状況を見ると、シンガ

ポールが他の加盟国を圧倒している（図表９参照）。 
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議等の場においても中国との関係に対する加盟国間のスタンスの違いが報道さ

れているものの、ＡＳＥＡＮ加盟国の経済を考える上で、中国との関係は無視

できないものとなっている。また、我が国との関係も依然として重要である。 

 

５－１．中国との貿易 

ＡＳＥＡＮ各国の主な貿易相手を見ると、中国が大きな存在感を持っている

ことが分かる（図表 10 参照）。また、ＲＣＥＰ（地域的包括経済連携）協定が
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の分析はコロナ禍が収まった後の状況を見る必要があるものの、今後、ＡＳＥ

ＡＮ各国の中国との関係は比重を増すと考えられる。なお、ＡＳＥＡＮ加盟国

と中国との貿易は年々増加しているが、対中赤字基調が続く（図表 11 参照）。 

 

図表 10 ＡＳＥＡＮ加盟国の主要貿易相手 

 
（注）輸出入を合計した貿易総額の比率を示し、括弧内は各国の金額（2020 年実績）。 
（出所）『目で見るＡＳＥＡＮ―ＡＳＥＡＮ経済統計基礎資料―』（外務省アジア大洋州局地域

政策参事官室）（令 3.8）から作成 

 

図表 11 ＡＳＥＡＮ加盟国の対中国貿易の推移

 
（出所「通商白書」（2018 年版）、「IMF Direction of Trade Statistics（DOTS）」から作成 
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また、ＡＳＥＡＮ加盟各国と中国との間の輸出入の状況を見ると、ミャンマ

ー、カンボジア、ベトナムにおいて対中国輸出の比率が高く、対中国輸入につ

いては、ラオス、ミャンマーで比率が高くなっている（図表 12 参照）。 

 

図表 12 ＡＳＥＡＮ加盟国の貿易に中国が占める割合 

 

（注）2020 年の数値。国名右側の数字は対中国輸出、対中国輸入の順。 
（出所）「ＩＭＦ－Direction of Trade Statistics（DOTS）」から作成 

 

５－２．東南アジア地域と中国の一帯一路構想 

中国の存在感が東南アジア地域において高まる中、東南アジア地域の今後の

経済に大きな影響を与えると考えられるのが、中国が進めている一帯一路構想

である。これは中国と欧州を結ぶ広域経済圏構想であり、習近平国家主席が

2013 年に提唱し、翌 2014 年 11 月に開催されたＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協

力会議）の首脳会議において基本構想が示されている。中国政府の説明によれ

ば、2021 年 1 月時点で 140 か国と協力文書を交わしたという13。また、中国政

府は、一帯一路構想を資金面で支える政府系ファンドとして「シルクロード基

 
13 時事ドットコム（2021.6.14）

<https://www.jiji.com/jc/article?k=2021061400599&g=tha>（最終アクセス 2022.3.15） 
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金」を設立するとともに、インフラ整備に向けて関係国が資金を確保できるよ

うアジアインフラ投資銀行（ＡＩＩＢ）の設立を主導している14。 

一帯一路は中央アジアを経由する陸路（一帯：シルクロード経済ベルト）と

東南アジア・インド・中東を経由する海路（一路：21 世紀海上シルクロード）

から成り立っており、陸路の「一帯」は６つの経済回廊に分かれ、中国の都市

と欧州との間を結ぶ貨物列車が中心であり、海路の「一路」は沿線の港湾を橋

頭堡とする狙いがあると指摘されている15。 

また、一帯一路構想に絡み、中国から融資を受けた中低所得国において、政

府負債として公になっていない隠れた債務が 3,850 億ドル（約 43 兆円）存在す

ることが米国の民間調査機関エイドデータ研究所の報告書で示されている16。 

 

５－３．今後の我が国のＡＳＥＡＮに対する対応 

中国は、我が国の経済成長が鈍化する中で、近年著しい経済成長を遂げてい

たものの、新型コロナウイルスの感染拡大は中国経済にも影響を与えている17。

また、中国国内における環境や不動産の規制強化、あるいは長年の少子化政策

による人口の少子高齢化の影響18も考えられることから、今後の状況は不透明

である。また、東南アジア各国においては、依然として新型コロナウイルス感

染が地域経済に影響を与えており、経済再建のため、例えばタイのように、観

光産業への依存度が高い国が入国制限緩和に踏み切る状況も出ている19。 

東南アジア主要国20の 2022年の実質経済成長率は 2021年を上回ると予想21さ

れているものの、新型コロナウイルスの更なる感染拡大、ウクライナ情勢に伴

う食料や原油の価格上昇によるインフレの可能性等の懸念材料が存在し、今後

の状況は予断を許さない。更に、コロナ禍への対応として各国が行った移動制

限、国外サプライヤーの操業停止、通関スピードの低下等の経験を通じて、我

が国の側から見たＡＳＥＡＮの加盟国間の連結性はぜい弱で、連結性が回復し

ない場合には、一つの経済圏としてのＡＳＥＡＮの一体性が希薄化する可能性

があるという分析もある22。この分析は、製造業が事業基盤を確立しており、国

 
14 『日本経済新聞』（令 3.2.7） 
15 『日本経済新聞』（令 2.2.20）、『朝日新聞』（令 2.2.20） 
16 『日本経済新聞』（令 3.9.30） 
17 『日本経済新聞』（令 4.1.18） 
18 『日本経済新聞』（令 3.5.24） 
19 『日本経済新聞』（令 3.10.31）、『日本経済新聞』（令 4.3.3） 
20 ＡＳＥＡＮ加盟国のうち、原加盟の５か国にベトナムを加えた６か国を指すことが多い。 
21 『日本経済新聞』（令 4.2.23） 
22 村上和也「コロナ禍は日系企業のアジア展開をどう変えたか」『三井住友信託銀行調査月報』

（2021.12） 
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内の市場規模が比較的大きい国（タイ、インドネシア、ベトナム）が今後も我

が国企業の重点先であり続けるのに対し、ミャンマーやカンボジアのように国

内市場が未発達な国に対する関心は減少する可能性が高いというものである。 

そのような状況において注目されるのが、2020 年 11 月にＡＳＥＡＮ首脳会

議において採択されたＡＣＲＦ（ＡＳＥＡＮ包括的復興枠組み）である。 

ＡＣＲＦは、新型コロナウイルスの感染拡大により経済に大きな影響を受け

たＡＳＥＡＮが加盟国や日本、米国、ＥＵ、中国、韓国等のダイアログパート

ナー（対話国）と協力して、感染症の克服とともに社会・経済の復興を目指す

戦略の必要性から策定されたものであり、①保健システムの評価、②人間の安

全保障の強化、③ＡＳＥＡＮ域内市場とより広範な経済統合の潜在性の最大化、

④包括的なデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の加速、⑤より持続可

能で強靱な未来に向けた前進の５つの柱から構成されている。また、東南アジ

ア地域の若い世代は地域の社会問題に関心があり、社会や身近な人々との調和

を重視する価値観が見られるため、ＡＳＥＡＮ地域において活動する企業が地

域の社会課題の解決に関わり貢献しているかどうかは重要なポイントとなると

指摘されている23。 

ＡＣＲＦにはＡＳＥＡＮが地域として抱える社会課題が盛り込まれており、

ポストコロナの状況を見据え、今後我が国がＡＳＥＡＮの社会課題にどのよう

に貢献する姿勢を見せるかが今後のＡＳＥＡＮにおけるビジネスの成功を左右

することになるのではないか。 

なお、2020 年８月に行われた日ＡＳＥＡＮ経済大臣会合において、イノベー

ションを通じた更なる成長力の強化と様々な課題の解決を通じた持続可能な経

済成長の実現の同時達成を目指す「イノベーティブ＆サステナブル成長対話（Ｄ

ＩＳＧ）」が創設されている。 

 

６．おわりに 

 言うまでもなく、ＡＳＥＡＮ加盟国を中心とする東南アジア地域の政治・経

済的安定は我が国にとって不可欠な資源である原油の輸送路である南シナ海を

始めとする地域の安全にも不可欠であるものの、近年は米中両国の対立が激し

 
<https://www.smtb.jp/-/media/tb/personal/useful/report-economy/pdf/116.pdf>（最終
アクセス 2022.3.15） 

23 北見創「包括的復興枠組み（ＡＣＲＦ）が示す５つの広範な未来戦略」（ＪＥＴＲＯ地域・分
析レポート）（2021.5.26） 
<https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2021/66d71da1cefb6879.html>（最終アクセス
2022.3.15） 
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14 『日本経済新聞』（令 3.2.7） 
15 『日本経済新聞』（令 2.2.20）、『朝日新聞』（令 2.2.20） 
16 『日本経済新聞』（令 3.9.30） 
17 『日本経済新聞』（令 4.1.18） 
18 『日本経済新聞』（令 3.5.24） 
19 『日本経済新聞』（令 3.10.31）、『日本経済新聞』（令 4.3.3） 
20 ＡＳＥＡＮ加盟国のうち、原加盟の５か国にベトナムを加えた６か国を指すことが多い。 
21 『日本経済新聞』（令 4.2.23） 
22 村上和也「コロナ禍は日系企業のアジア展開をどう変えたか」『三井住友信託銀行調査月報』

（2021.12） 
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くなっており、政治的だけでなく、軍事的にも不安定な状況が生じている。 

また、近年の世界的な新型コロナウイルスの感染拡大は各国の経済に多大な

影響を及ぼしており、特に感染拡大を防止する手段として採られている人流の

抑制は、観光関連産業に対する依存度が高い東南アジア地域に大きな影響を及

ぼしている。更に、ミャンマーにおける軍によるクーデターあるいはロシアの

ウクライナ侵略も東南アジア地域経済に影響を与える要因であり、今後の状況

を見通しにくい状況となっている。 

このような政治的・経済的不安定状況が少しでも早く収束し、東南アジア諸

国が地域の経済発展に向けた取組に専念できるよう、切に願っている。 
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